














































らに,寝たきりにつながる家庭内事故を防止するた め に 住 居 の 安 全 性を確保し,ヘルパー及び地域からの生活支援の
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あり方を検討しようとするものである.虚弱高齢者の心理に関するサブ研究チームが組織されなかったことは残怠で
はあるが,長寿社会総合科学講座のメンバーを中心に部局外の研究者,実務家を加えた総合的プロジェクト研究チー
ムが結成されたことは,新講座 ･3コース設置の目標,目的に照らしてみると,画期的なことである.そして,このプ
ロジェクト研究は,全学21件の応募から採択された4件の-一つとなり,2002年度から3年間の継続研究となることが
決定された.
学部･研究科の再編の目玉のもう一つは,前期博士課程1回生を対象とした生活科学論ゼミナールの開設であり,そ
れをプロモー トする研究室として居住環境学講座に生活科学論研究室を新設した土とである.生活科学論研究室は,現
代的,先端的生活問題の解明とその解決に向けて学際的,総合的なプロジュクト研究を組織し,その総括を通じて生
活科学の新たな体系化を目指す,という目標,目的を持って設置された.だが,今のところ,生活科学論ゼミナール
の運営に追われている状況にある.生活科学論研究室の担当教員が一人であり,しかも居住環境学講座の教育研究を
兼務している状況にあるので現状ではやむを得ない.しかし,長寿社会総合科学講座の学際的,総合的研究の進展に
続く多様な学際的,総合的研究の必要性を考えると,生活科学論研究室の拡充及び専任化が今後の検討課題になると
思われる.
以上のように,2000年4月に始まった学部 ･研究科の再編は2001年になってほぼ軌道に乗り,学部 ･研究科は再編
の目標,目的に向けて着実に動き出している.私の役割は,再編後の学部 ･研究科を軌道に乗せることにあったわけ
であるから,その役割はほぼ終わりつつある.
ところが,2001年の秋になって本学に大きな嵐が吹き始めた.教職員の10%削減問題,積算校費等予算をめぐるい
くつかの問題,体育教員の本研究科所属の問題,共同研究センターの問題,トップ30の問題等である.
特に10%削減問題は,学部 ･研究科の教育研究体制を根底から揺るがす問題である.私は,当初,長寿社会総合科
学講座を縮小ないし解体して,食品栄養,居住環境,人間福祉の3分野を維持,強化することを考えた.しかし,その
後,8学蔀1研究所という現行の枠組みにこだわらない全学的再編を考えているという学長発言を聞いて,私は考えを
改めた.新制大学発足時の1949年に東北大学畠学部に設置された生活科学科は,1960年に解体され,食品栄養部門は
農学部に,住居部門は工学部に,社会福祉部門は文学部に吸収されていった.歴史が繰 り.返されるかもしれない,と
いう思いが私の頭の中をよぎった.食品栄養は理学研究科と医学研究科に,居住環境は工学研究科に,人間福祉は文
学研究科に,という本研究科解体構想が浮上するとも限らない.あるいは,共同研究センターへの分散配置も考えら
れる.いずれにせよ,本研究科の解体ということになる.だが,その解体路線の中で,長寿社会総合科学講座は全学
のどの分野も位置づけ難い.しからば,長寿社会総合科学講座を維持し,強化することが本研究科の解体を阻止する
力になるのではなかろうか,というのが今の私の考えである.幸いにして,長寿社会総合科学講座は短期間の間に大
いなる前進をした.そのことを全学に宣伝することが必要であろう.
2002年度からの研究科長,執行部,主任 ･副主任など本研究科のリー ダーたちはたくさんの大変な課題を抱えるこ
とになる.研究科長を辞任する私としては,諸課題を可能な限りクリアーに整理し,次期 リー ダーたちヘスムーズな
バトンタッチをしたいと考えている.
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